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RBA（豪州準備銀行）は6月17日（現地、以下同様）から18日に開催した理事会において、市場予想通

り政策金利を4.35％に据え置くことを決定しました。

声明文では、最近の経済指標を強弱まちまちと評しながらも、インフレ率の鈍化が一服したことや個人

消費の過去分が上方改定されたことなどに触れ、「インフレ見通しの上振れリスクに引き続き警戒する必

要性が高まった」と前回会合時点よりも利下げ転換が遠のいたことを示唆しました。経済指標は、4月消

費者物価指数が前年同月比+3.6%と、2月の+3.4%、3月の+3.5%から緩やかに伸びが加速しているほか、

変動の大きな品目と休暇旅行を除いたコア指数は高止まりしています【左下図】。また、6月5日発表の1-

3月期実質GDPでは、家計最終消費支出の過去分が上方改定され、個人消費はこれまで考えられていたほ

ど減速していない格好となりました【右下図】。なお声明文には、5月に財務省が発表した予算案に関し

て、「インフレ率を一時的に押し下げるが、需要を刺激するかもしれない」とも記しています。高金利が

個人消費などの需要を抑制し、経済の需給バランスが均衡することでインフレ率が目標に回帰するとの基

本観は変わらないものの、その実現にはRBAの従来の想定よりも時間がかかりそうです。

すでにカナダやユーロ圏では利下げが開始され、英米も年内の利下げが想定されます。一方、豪州はま

だ利下げが視野に入らない状況で、こうした金融政策の違いが豪ドルの下支え要因になりそうです。

オーストラリア金融政策（2024年6月）
インフレ見通しの上振れリスクを一段と警戒
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2024年6月18日

（出所）豪州統計局より大和アセット作成

豪州：実質家計最終消費支出の改定前後の動き

（％）

利下げ転換のハードルは更に高まった模様

豪州：政策金利と消費者物価指数

（出所）ブルームバーグ、豪州統計局

※コア指数は変動の大きな品目と休暇旅行を除いた値
※政策金利は発表日ベース

（2019年=100）

※改定前は2023年10-12月期までのデータ
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